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令和４年（措）第４号 

排 除 措 置 命 令 書 

 

名宛人 別表の名宛人目録記載のとおり 

 

公正取引委員会は、上記の者らに対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき、次のとお

り命令する。 

なお、主文、理由及び別紙１中の用語のうち、別紙２「用語」欄に掲げるもの

の定義は、別紙２「定義」欄に記載のとおりである。 

 

主    文 

１ 別表の名宛人目録記載の６社（以下「６社」という。）

は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなけ

ればならない。 

(1) 別紙１記載のコンピュータ機器（以下「広島県教育

委員会発注の特定コンピュータ機器」という。）につ

いて、６社が、遅くとも平成２９年７月１４日以降共

同して行っていた、受注すべき者（以下「受注予定者」

という。）を決定し、受注予定者が受注できるように

する行為を取りやめていることを確認すること。 

(2) 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同し

て、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器に

ついて、受注予定者を決定せず、自主的に受注活動を

行うこと。 

２ ６社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、自

社を除く５社及び広島県に通知し、かつ、自社の従業員

（西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」とい

う。）にあっては、自社の従業員に加え、名宛人以外の

ＮＴＴビジネスソリューションズ株式会社（以下「ＮＴＴ

ＢＳ」という。）の従業員を含む。）に周知徹底しなけれ

ばならない。これらの通知及び周知徹底の方法について

 別添 



 

２ 

は、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければ

ならない。 

３ ６社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他

の事業者と共同して、広島県教育委員会発注の特定コン

ピュータ機器について、受注予定者を決定してはならな

い。 

４ ６社のうち株式会社大塚商会（以下「大塚商会」という。）

及び株式会社ソルコム（以下「ソルコム」という。）は、

次の(1)及び(2)の事項を行うために必要な措置を、ＮＴ

Ｔ西日本は、次の(2)の事項を行うために必要な措置を、

それぞれ、講じなければならない。この措置の内容につ

いては、前項で命じた措置が遵守されるために十分なも

のでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員

会の承認を受けなければならない。 

(1) 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての行

動指針の作成又は改定及び自社の従業員に対する周知徹

底 

(2) 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての、

広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の営業

担当者（ＮＴＴ西日本にあっては、ＮＴＴＢＳの営業担

当者を含む。）に対する定期的な研修及び法務担当者等

による定期的な監査 

５ 大塚商会、ソルコム及びＮＴＴ西日本は、第１項、第

２項及び前項に基づいて採った措置を、６社のうち大塚

商会、ソルコム及びＮＴＴ西日本を除く３社は、第１項

及び第２項に基づいて採った措置を、それぞれ、速やか

に公正取引委員会に報告しなければならない。 

 

理    由 

第１  事実 

１ 関連事実 

(1) 名宛人の概要 
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ア  ６社は、それぞれ、別表の「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き、

広島県の区域においてコンピュータ機器を販売又は賃貸していた。 

イ  ＮＴＴ西日本は、コンピュータ機器の販売及び賃貸に係る営業業務を同

社の完全子会社であるＮＴＴＢＳに委託するとともにＮＴＴＢＳに自社の

営業担当者を出向させるなどしているところ、広島県教育委員会発注の特

定コンピュータ機器の入札において、ＮＴＴＢＳの営業担当者が、ＮＴＴ

西日本の応札価格等を検討し、ＮＴＴ西日本の支店長の決裁を得た上で、

ＮＴＴ西日本の名義において入札書の提出を行い、また、落札後の契約手

続、コンピュータ機器の仕入先及びリース業者の選定、保守作業等の役務

の委託先の選定をＮＴＴ西日本のために行うなどしていた。ＮＴＴＢＳの

代表取締役を含む役員のほとんどをＮＴＴ西日本の役員又は従業員が兼務

しており、このうちＮＴＴＢＳの役員を兼務するＮＴＴ西日本の営業責任

者が、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の入札における決裁

に関与していた。 

(2) 広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の発注方法等 

ア  広島県は、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器について、賃

貸借契約として一般競争入札（入札参加者の全てが入札を辞退したため当

該入札を不調とし、入札参加者のうち複数者から見積書を徴した上で随意

契約により契約の相手方を決定する場合を含む。以下同じ。）の方法によ

り発注していた。一般競争入札に当たっては、公告により所定の参加資格

を示して入札の参加希望者を募り、当該参加資格を満たす者を入札参加者

としていた。 

広島県は、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の入札におい

て、当該参加資格を満たす１者又は複数者での入札参加を認めているとこ

ろ、株式会社新星工業社（以下「新星工業社」という。）、株式会社ハイ

エレコン（以下「ハイエレコン」という。）及びＮＴＴ西日本は、物品の

賃貸に係る資格を有するリース業者をそれぞれ選定（ＮＴＴ西日本にあっ

ては前記(1)イのＮＴＴＢＳの営業担当者が選定）の上、当該リース業者と

自社の２者で広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の入札に参加

していた。 

イ  広島県は、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器をコンピュー

タ機器の販売業者とリース業者が２者で受注した場合、次の内容を含む契
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約を、広島県、コンピュータ機器の販売業者及びリース業者の３者の間で

締結していた。 

(ア) リース業者は、コンピュータ機器の販売業者から、貸付物件を取得し

た上で広島県に賃貸する。 

(イ) 広島県は賃借料をリース業者に支払う。 

(ウ) コンピュータ機器の販売業者は、保守作業を行う。 

ウ  広島県は、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器について、情

報教育用パーソナルコンピュータにあっては、地域又は学科の種類ごとに

分割して発注し、教職員用パーソナルコンピュータにあっては、地域ごと

に分割して発注するほか、教職員の増員による必要数を発注していた。 

２ 合意及び実施方法 

６社は、遅くとも平成２９年７月１４日以降、広島県教育委員会発注の特定

コンピュータ機器について、受注価格の低落防止を図るため 

(1)ア  受注予定者を決定する 

イ  受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

(2)ア  次の方法により受注予定者を決定する 

(ア) 前記１(1)イのＮＴＴＢＳの営業担当者は、ＮＴＴ西日本が受注を希望

する物件について、ソルコムとの間で確認し合うなどする 

(イ) 北辰映電株式会社、新星工業社、ハイエレコン、大塚商会及びソルコ

ムの５社が各社の営業責任者等による会合を開催するなどして、過去の

受注実績等を勘案して受注予定者を決定する 

イ  受注予定者は自ら又はリース業者と２者で入札に参加する 

ウ  受注予定者又は受注予定者がリース業者と２者で入札に参加する場合に

おける当該２者が提示する入札価格は、受注予定者が定め、受注予定者以

外の者は、受注予定者が定めた入札価格より高い入札価格を提示する若し

くは入札を辞退する又は入札に参加しない 

などにより、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしていた。 

３ 実施状況 

６社は、前記２により、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の全

てについて、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるよう協力し、受注

予定者は、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器の全てを受注してい
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た。 

４ 前記２の行為の取りやめ 

(1) ＮＴＴ西日本は、令和２年２月１０日までに、課徴金の減免に係る事実の

報告及び資料の提出に関する規則（令和２年公正取引委員会規則第３号）に

よる改正前の課徴金の減免に係る報告及び資料の提出に関する規則（平成１

７年公正取引委員会規則第７号。以下「改正前の課徴金減免規則」という。）

第１条第１項の規定に基づき、公正取引委員会に対して様式第１号による報

告書を提出するとともに、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器に

係るＮＴＴＢＳの営業担当者に対して前記２の行為を行わない旨の指示を行

い、同日以降、前記２(1)の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者が

受注できるようにする行為を取りやめている。 

(2) 大塚商会は、令和２年２月２１日までに、改正前の課徴金減免規則第１条

第１項の規定に基づき、公正取引委員会に対して様式第１号による報告書を

提出するとともに、広島県教育委員会発注の特定コンピュータ機器に係る自

社の営業担当者に対して前記２の行為を行わない旨の指示を行い、同日以降、

前記２(1)の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるよう

にする行為を取りやめている。 

(3) 令和２年１０月１３日、本件について、公正取引委員会が独占禁止法第４

７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったところ、６社のうちＮＴ

Ｔ西日本及び大塚商会を除く４社は、同日以降、前記２(1)の合意に基づき受

注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにする行為を取りやめてい

る。 

第２  法令の適用 

前記事実によれば、６社は、共同して、広島県教育委員会発注の特定コン

ピュータ機器について、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるように

することにより、公共の利益に反して、広島県教育委員会発注の特定コンピュー

タ機器の取引分野における競争を実質的に制限していたものであって、この行

為は、独占禁止法第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止

法第３条の規定に違反するものである。 

また、前記の違反行為は既になくなっているが、６社については、いずれも、

独占禁止法第７条第２項第１号に該当する者であり、違反行為が長期間にわ

たって行われていたこと等の諸事情を総合的に勘案すれば、特に排除措置を命
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ずる必要があると認められる。 

よって、６社に対し、独占禁止法第７条第２項の規定に基づき、主文のとお

り命令する。 

令和４年１０月６日 

 

公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長 古  谷  一  之 

 

委 員 山  本  和  史 

 

委 員 三  村  晶  子 

 

委 員 青  木  玲  子 

 

委 員 𠮷  田  安  志 

 



 

 

別紙１ 

 

広島県が、広島県教育委員会において、一般競争入札（入札参加者の全てが入

札を辞退したため当該入札を不調とし、入札参加者のうち複数者から見積書を徴し

た上で随意契約により契約の相手方を決定する場合を含む。）の方法により発注す

る広島県立の学校で用いるためのコンピュータ機器のうち、情報教育用パーソナ

ルコンピュータ及び教職員用パーソナルコンピュータ（デスクトップ型又はノー

ト型パーソナルコンピュータであって、当該デスクトップ型又はノート型パーソ

ナルコンピュータの本体のほか、周辺機器、ソフトウェア又は保守作業等の役務

が併せて発注される場合は当該周辺機器等を含む。） 

 



 

 

別紙２ 

 

番号 用語 定義 

１ 学校 中学校、高等学校及び特別支援学校 

２ 
情報教育用パーソナルコン

ピュータ 

教職員、児童又は生徒が情報の授業等が

行われる特別教室で使用するパーソナルコ

ンピュータ 

３ 
教 職 員 用 パ ー ソ ナ ル コ ン

ピュータ 

教職員が校務のために使用するパーソナ

ルコンピュータ 

 



 

 

別表 名宛人目録 

番号 本店の所在地 事業者 代表者 

１ 
広島市中区上幟町８番

３９号 
北辰映電株式会社 代表取締役 國本佳宏 

２ 
広島市南区宇品海岸三

丁目８番６０号 

株式会社新星工業

社 
代表取締役 佐々木誠 

３ 
広島市西区草津新町一

丁目２１番３５号 

株式会社ハイエレ

コン 
代表取締役 上田康博 

４ 
東京都千代田区飯田橋

二丁目１８番４号 
株式会社大塚商会 代表取締役 大塚裕司 

５ 
広島市中区南千田東町

２番３２号 
株式会社ソルコム 代表取締役 大橋大樹 

６ 
大阪市都島区東野田町

四丁目１５番８２号 

西日本電信電話株

式会社 
代表取締役 森林正彰 

 



 

１ 

令和４年（措）第５号 

排 除 措 置 命 令 書 

 

名宛人 別表の名宛人目録記載のとおり 

 

公正取引委員会は、上記の者らに対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき、次のとお

り命令する。 

なお、主文、理由及び別紙１中の用語のうち、別紙２「用語」欄に掲げるもの

の定義は、別紙２「定義」欄に記載のとおりである。 

 

主    文 

１ 別表の名宛人目録記載の１１社（以下「１１社」とい

う。）は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決

議しなければならない。 

(1) 別紙１記載のコンピュータ機器（以下「広島市発注

の特定コンピュータ機器」という。）について、１１

社が、遅くとも平成２８年５月２０日以降共同して

行っていた、受注すべき者（以下「受注予定者」とい

う。）を決定し、受注予定者又は受注予定者が広島市

発注の特定コンピュータ機器の入札に参加させる者

（以下「受注予定者等」という。）が受注できるよう

にする行為を取りやめていることを確認すること。 

(2) 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同し

て、広島市が一般競争入札の方法により発注する広島

市立の学校で用いるための、授業用パーソナルコン

ピュータ、校務用パーソナルコンピュータ及び普通教

室用パーソナルコンピュータ（パーソナルコンピュー

タ本体のほか、周辺機器又はソフトウェアが併せて発

注される場合は当該周辺機器等を含む。以下同じ。）

並びに授業用教育サーバ（サーバ本体のほか、周辺機

器、ソフトウェア又は保守作業等の役務が併せて発注



 

２ 

される場合は当該周辺機器等を含む。以下同じ。）に

ついて、受注予定者を決定せず、自主的に受注活動を

行うこと。 

２ １１社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、

自社を除く１０社及び広島市に通知し、かつ、自社の従

業員（西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」

という。）にあっては、自社の従業員に加え、名宛人以

外のＮＴＴビジネスソリューションズ株式会社（以下「Ｎ

ＴＴＢＳ」という。）の従業員を含む。）に周知徹底しな

ければならない。これらの通知及び周知徹底の方法につ

いては、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなけ

ればならない。 

３ １１社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は

他の事業者と共同して、広島市が一般競争入札の方法に

より発注する広島市立の学校で用いるための、授業用

パーソナルコンピュータ、校務用パーソナルコンピュー

タ及び普通教室用パーソナルコンピュータ並びに授業用

教育サーバについて、受注予定者を決定してはならない。 

４ １１社のうち株式会社大塚商会（以下「大塚商会」とい

う。）、株式会社ソルコム（以下「ソルコム」という。）

及びＤｙｎａｂｏｏｋ株式会社（以下「Ｄｙｎａｂｏｏｋ」

という。）は、次の(1)及び(2)の事項を行うために必要

な措置を、ＮＴＴ西日本は、次の(2)の事項を行うために

必要な措置を、それぞれ、講じなければならない。この

措置の内容については、前項で命じた措置が遵守される

ために十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、

公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

(1) 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての行

動指針の作成又は改定及び自社の従業員に対する周知徹

底 

(2) 官公需の受注に関する独占禁止法の遵守についての、

広島市が一般競争入札の方法により発注する広島市立



 

３ 

の学校で用いるための、授業用パーソナルコンピュー

タ、校務用パーソナルコンピュータ及び普通教室用

パーソナルコンピュータ並びに授業用教育サーバの営

業担当者（ＮＴＴ西日本にあっては、ＮＴＴＢＳの営業

担当者を含む。）に対する定期的な研修及び法務担当者

等による定期的な監査 

５ 大塚商会、ソルコム、ＮＴＴ西日本及びＤｙｎａｂｏ

ｏｋは、第１項、第２項及び前項に基づいて採った措置

を、１１社のうち大塚商会、ソルコム、ＮＴＴ西日本及

びＤｙｎａｂｏｏｋを除く７社は、第１項及び第２項に

基づいて採った措置を、それぞれ、速やかに公正取引委

員会に報告しなければならない。 

 

理    由 

第１  事実 

１ 関連事実 

(1) 名宛人の概要 

ア  １１社は、それぞれ、別表の「本店の所在地」欄記載の地に本店を置き、

広島市の区域においてコンピュータ機器を販売又は賃貸していた。 

イ  ＮＴＴ西日本は、コンピュータ機器の販売及び賃貸に係る営業業務を同

社の完全子会社であるＮＴＴＢＳに委託するとともにＮＴＴＢＳに自社の

営業担当者を出向させるなどしているところ、広島市発注の特定コン

ピュータ機器の入札において、ＮＴＴＢＳの営業担当者が、ＮＴＴ西日本

の応札価格等を検討し、ＮＴＴ西日本の支店長の決裁を得た上で、ＮＴＴ

西日本の名義において入札書の提出を行い、また、落札後の契約手続、コ

ンピュータ機器の仕入先の選定、保守作業等の役務の委託先の選定をＮＴ

Ｔ西日本のために行うなどしていた。ＮＴＴＢＳの代表取締役を含む役員

のほとんどをＮＴＴ西日本の役員又は従業員が兼務しており、このうちＮ

ＴＴＢＳの役員を兼務するＮＴＴ西日本の営業責任者が、広島市発注の特

定コンピュータ機器の入札における決裁に関与していた。 

(2) 広島市発注の特定コンピュータ機器の発注方法等 

ア  広島市は、広島市発注の特定コンピュータ機器について、ＷＴＯ案件と



 

４ 

して、一般競争入札の方法により発注していた。一般競争入札に当たって

は、公告により所定の参加資格を示して入札の参加希望者を募り、当該参

加資格を満たす者を入札参加者としていた。 

イ  広島市は、広島市発注の特定コンピュータ機器について、授業用パーソ

ナルコンピュータ、校務用パーソナルコンピュータ及び普通教室用パー

ソナルコンピュータにあっては売買契約として、授業用教育サーバにあっ

ては賃貸借契約として、地域ごとに複数のブロックに分割するなどして発

注していた。 

ウ  広島市は、広島市発注の特定コンピュータ機器について、授業用パーソ

ナルコンピュータ、校務用パーソナルコンピュータ及び普通教室用パー

ソナルコンピュータにあってはＯＳのサポート期限の終了を迎える時点

で買い替え、授業用教育サーバにあってはおおむね５年間の借入期間の終

了を迎える時点などで借り替えていた。 

エ  株式会社新星工業社（以下「新星工業社」という。）は、名宛人以外の

富士通リース株式会社を広島市発注の特定コンピュータ機器の入札の一部

に参加させるとともに、入札価格を指示して当該価格で入札させていた。 

オ  前記(1)イのＮＴＴＢＳの営業担当者は、名宛人以外の株式会社ＮＴＴ

フィールドテクノをＮＴＴ西日本の代わりに広島市発注の特定コンピュー

タ機器の入札の一部に参加させるとともに、入札価格を指示して当該価格

で入札させていた。 

２ 合意及び実施方法 

１１社は、遅くとも平成２８年５月２０日以降、広島市発注の特定コンピュー

タ機器について、受注価格の低落防止を図るため 

(1)ア  受注予定者を決定する 

イ  受注予定者以外の者は、受注予定者等が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

(2)ア  次の方法により受注予定者を決定する 

(ア) 前記１(1)イのＮＴＴＢＳの営業担当者は、ＮＴＴ西日本が受注を希望

する物件について、ソルコムとの間で確認し合うなどする 

(イ) 株式会社立芝（以下「立芝」という。）又は中外テクノス株式会社（以

下「中外テクノス」という。）は、Ｄｙｎａｂｏｏｋとの間で立芝又は

中外テクノスが受注を希望する物件を確認し合うなどし、Ｄｙｎａｂｏ



 

５ 

ｏｋは、株式会社呉電子計算センター（以下「呉電子計算センター」と

いう。）に対し、立芝又は中外テクノスが受注を希望する物件を伝える

などする 

(ウ) 理研産業株式会社は、受注を希望する場合、新星工業社に受注を希望

する旨を伝える 

(エ) 大塚商会、株式会社ハイエレコン、新星工業社、北辰映電株式会社、

ソルコム、呉電子計算センター（令和元年６月６日まで）及び立芝（令

和元年６月７日以降）が、各社の営業責任者等による会合を開催するな

どして、過去の受注実績、各社の受注希望等を勘案して受注予定者を決

定する 

イ  受注予定者等が提示する入札価格は、受注予定者が定め、受注予定者等

以外の者は、受注予定者が定めた入札価格より高い入札価格を提示する若

しくは入札を辞退する又は入札に参加しない 

などにより、受注予定者を決定し、受注予定者等が受注できるようにしていた。 

３ 実施状況 

１１社は、前記２により、広島市発注の特定コンピュータ機器の全てについ

て、受注予定者を決定し、受注予定者等が受注できるよう協力し、受注予定者

等は、広島市発注の特定コンピュータ機器のほとんど全てを受注していた。 

４ 前記２の行為の取りやめ 

(1) 呉電子計算センターは、令和元年６月７日に開催された各社の営業責任者

等による会合において、今後当該会合に出席しないことを表明するなどし、

同日以降、前記２(1)の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者等が受

注できるようにする行為を取りやめている。 

(2) ＮＴＴ西日本は、令和２年２月１０日までに、課徴金の減免に係る事実の

報告及び資料の提出に関する規則（令和２年公正取引委員会規則第３号）に

よる改正前の課徴金の減免に係る報告及び資料の提出に関する規則（平成１

７年公正取引委員会規則第７号。以下「改正前の課徴金減免規則」という。）

第１条第１項の規定に基づき、公正取引委員会に対して様式第１号による報

告書を提出するとともに、広島市発注の特定コンピュータ機器に係るＮＴＴ

ＢＳの営業担当者に対して前記２の行為を行わない旨の指示を行い、同日以

降、前記２(1)の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者等が受注でき

るようにする行為を取りやめている。 



 

６ 

(3) 大塚商会は、令和２年２月１２日までに、改正前の課徴金減免規則第１条

第１項の規定に基づき、公正取引委員会に対して様式第１号による報告書を

提出するとともに、広島市発注の特定コンピュータ機器に係る自社の営業担

当者に対して前記２の行為を行わない旨の指示を行い、同日以降、前記２(1)

の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者等が受注できるようにする

行為を取りやめている。 

(4) 令和２年１０月１３日、本件について、公正取引委員会が独占禁止法第４

７条第１項第４号の規定に基づく立入検査を行ったところ、１１社のうち呉

電子計算センター、ＮＴＴ西日本及び大塚商会を除く８社は、同日以降、前

記２(1)の合意に基づき受注予定者を決定し、受注予定者等が受注できるよう

にする行為を取りやめている。 

第２  法令の適用 

前記事実によれば、１１社は、共同して、広島市発注の特定コンピュータ機

器について、受注予定者を決定し、受注予定者等が受注できるようにすること

により、公共の利益に反して、広島市発注の特定コンピュータ機器の取引分野

における競争を実質的に制限していたものであって、この行為は、独占禁止法

第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法第３条の規定に

違反するものである。 

また、前記の違反行為は既になくなっているが、１１社については、いずれ

も、独占禁止法第７条第２項第１号に該当する者であり、違反行為が長期間に

わたって行われていたこと等の諸事情を総合的に勘案すれば、特に排除措置を

命ずる必要があると認められる。 

よって、１１社に対し、独占禁止法第７条第２項の規定に基づき、主文のと

おり命令する。 

令和４年１０月６日 

 

公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長 古  谷  一  之 

 

委 員 山  本  和  史 

 



 

７ 

委 員 三  村  晶  子 

 

委 員 青  木  玲  子 

 

委 員 𠮷  田  安  志 

 



 

 

別紙１ 

 

広島市が、ＷＴＯ案件として、一般競争入札の方法により発注する広島市立の

学校で用いるためのコンピュータ機器のうち、複数の学校向けに一括して調達す

るものであって、次に掲げるもの 

 

一 授業用パーソナルコンピュータ、校務用パーソナルコンピュータ及び普通教

室用パーソナルコンピュータ（ノート型パーソナルコンピュータであって、当

該ノート型パーソナルコンピュータの本体のほか、周辺機器又はソフトウェア

が併せて発注される場合は当該周辺機器等を含む。） 

二 授業用教育サーバ（サーバ本体のほか、周辺機器、ソフトウェア又は保守作

業等の役務が併せて発注される場合は当該周辺機器等を含む。） 

 



 

 

別紙２ 

 

番号 用語 定義 

１ ＷＴＯ案件 

「政府調達に関する協定」及び「政府調

達に関する協定を改正する議定書」の適用

を受けて調達手続を実施するものをいい、

広島市が発注するもののうち、当該物件の

予定価格（消費税相当額除く。賃貸借契約

にあっては月額に契約月数を乗じた価格）

が、平成２８年度及び平成２９年度にあっ

ては３３００万円以上、平成３０年度以降

にあっては３０００万円以上であるもの 

２ 学校 
幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中

等教育学校及び特別支援学校 

３ 
授業用パーソナルコンピュー

タ 

教職員、児童又は生徒が技術・家庭等の

授業が行われる特別教室で使用するパー

ソナルコンピュータ 

４ 
校務用パーソナルコンピュー

タ 

教職員が校務のために使用するパーソ

ナルコンピュータ 

５ 
普通教室用パーソナルコン

ピュータ 

教職員が普通教室で使用するパーソナ

ルコンピュータ 

６ 授業用教育サーバ 

授業用パーソナルコンピュータで作成

したファイルを共有するなどのために、複

数の授業用パーソナルコンピュータと接

続する機器 

 



 

 

別表 名宛人目録 

番号 本店の所在地 事業者 代表者 

１ 
東京都千代田区飯田橋

二丁目１８番４号 
株式会社大塚商会 代表取締役 大塚裕司 

２ 
広島市西区草津新町一

丁目２１番３５号 

株式会社ハイエレ

コン 
代表取締役 上田康博 

３ 
広島市西区楠木町二丁

目４番３号 
株式会社立芝 代表取締役 田中修司 

４ 
広島市南区宇品海岸三

丁目８番６０号 

株式会社新星工業

社 
代表取締役 佐々木誠 

５ 
広島市西区横川新町９

番１２号 

中外テクノス株式

会社 
代表取締役 福馬聡之 

６ 
広島市中区上幟町８番

３９号 
北辰映電株式会社 代表取締役 國本佳宏 

７ 
広島県呉市本通二丁目

４番１号 

株式会社呉電子計

算センター 
代表取締役 石田直樹 

８ 
広島市中区南千田東町

２番３２号 
株式会社ソルコム 代表取締役 大橋大樹 

９ 
大阪市都島区東野田町

四丁目１５番８２号 

西日本電信電話株

式会社 
代表取締役 森林正彰 

１０ 
広島市中区大手町四丁

目６番２７号 
理研産業株式会社 代表取締役 久保田勝彦 

１１ 
東京都江東区豊洲五丁

目６番１５号 

Ｄｙｎａｂｏｏｋ

株式会社 
代表取締役 覺道清文 

 


